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は、Chaney and Ossa (2013) が定式化した企業内分業のモデルに基づいて、各企業
が自社内の分業の程度を選択することで、生産性が内生的に変化するメカニズムを
モデル内に取り込んでいる。その上で、輸出を行う企業とそうでない企業との間の
企業特性の差異に加えて、輸出にかかる輸送費や固定費などの変化が、各企業の特
性にどのような影響を与えるかといった、先行研究では未解明だった部分を明らか
にしており、学術的に高い意義を有する研究であると評価できる。また、各章の章
末には命題や補助命題の詳細な証明や式の導出過程が細かく示されており、各章で
示された主要な結果が非常に緻密な計算に裏打ちされたものであるという点から
も、本論文の研究水準の高さを評価することができる。 
本論文の学術的な貢献を具体的に述べれば以下の通りである。 
第一に、閉鎖経済において、企業数が固定されている短期均衡では、固定費用の
低下が企業内分業を促進するが、企業の自由参入・退出が成立する長期均衡では固
定費用の低下は企業内分業を抑制するという、固定費用と企業内分業に関する重要
な関係を明らかにした。 
第二に、開放経済において、潜在的な輸出先が複数国ある場合に、輸出先の市場
数が増加することで企業内分業が促進される一方、各市場の規模が変化しても輸出
先市場数が変化しない限り、分業の程度は変化しないことを明らかにした。これ
は、「分業が市場規模によって制限される」という、いわゆるアダム・スミスの命
題が、開放経済の場合は各市場の規模ではなく、参入する輸出先市場数が企業内分
業の制約条件になることを意味しており、新たな興味深い知見である。 
第三に、企業の技術集約度（あるいは熟練労働集約度）について、輸出を行って
いる企業とそうでない企業で、どちらが技術集約度が高いかは、国内市場向けと輸
出市場向けの供給のそれぞれにかかる固定費用に関して、どちらが技術集約度が高
いかに依存して決まることを示した。また、可変的貿易費用の低下によって、企業
は輸出市場向け供給の固定的要素投入に集約的に用いられる種類の労働投入を減ら
し、そうでない種類の労働投入を増やすことも示した。これらの新たな知見は実証
可能な仮説でもあり、今後の実証研究に示唆を与える成果としても意義がある。 
第四に、輸出を行う際にかかる固定費用が企業毎に異なるという、現実的であり
ながら先行研究ではあまり想定されてこなかった仮定の下で、内生的な企業内分業
によって企業の生産性が変化する場合に、輸送費の低下が輸出を行っている企業と
 そうでない企業で全く逆の効果を与えることを示した。これは、貿易自由化が企業
の生産性に与える効果に関する興味深い結果であるとともに、重要な政策的含意を
与えるものであり、評価に値する。 
このように、本論文は主要な章においていくつもの学術的に意義の高い貢献をし
ており、高い水準の研究であると評価できる。しかし、本論文にはいくつかの改善
すべき点も残されている。まず、現実経済との対応関係について必ずしも丁寧な説
明がされているとは言えない。たとえば、どのような国や産業を想定して理論モデ
ルが構築されているのかについて具体的な説明があれば、分析内容についてより解
釈がしやすかった。また、命題等にまとめられている主要な分析結果についても、
もう少し直感的な説明や含意に関する詳しい説明があると理解が深まったであろ
う。さらに、分析を容易にするための仮定を設けたり、内点解の均衡が一意に存在
することを保証するためにパラメータの範囲を限定したりしているが、それらの制
約を緩めても主要な結果が成立することを示せれば、本論文の価値は一層高まった
であろう。 
しかしながら、これらは今後の研究上の課題ともいうべきものであり、本論文の
学術的な貢献を何ら損なうものではない。よって本論文は、博士（経済学）の学位
論文として価値あるものと認める。尚、平成27年3月13日に論文内容とそれに関連し
た口頭試問を行った結果、合格と認めた。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
